
グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 新旧対照表   

                     新                      旧 

グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 

  2021年５月 24日 

  2021年度規程第８号 

一部改正 一部改正 2022年２月 28日 2021年度規程 23号 

一部改正 2023年３月 22日 2022年度規程第 59号 

 

第１条 略 

 

（適用） 

第２条 機構が行う助成金の交付は、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和 30 年法律第 179号）、機構法、国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構の業務運営、財務及び会計並びに人

事管理に関する省令（平成 15年経済産業省令第 120号）並びに産業技

術実用化開発事業費補助金（グリーンイノベーション基金補助金）交付

要綱（20210311財産第２号）及び産業技術実用化開発事業費補助金（グ

リーンイノベーション基金補助金）実施要領（20210311財産第２号）又

は脱炭素化産業成長促進対策費補助金（グリーンイノベーション基金補

助金）交付要綱（20230301財産第２号）及び脱炭素化産業成長促進対策

グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 

  2021年５月 24日 

  2021年度規程第８号 

一部改正 一部改正 2022年２月 28日 2021年度規程 23号 

 

 

第１条 略 

 

（適用） 

第２条 機構が行う助成金の交付は、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和 30 年法律第 179号）、機構法、国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構の業務運営、財務及び会計並びに人

事管理に関する省令（平成 15年経済産業省令第 120号）、産業技術実用

化開発事業費補助金（グリーンイノベーション基金補助金）交付要綱

（20210311財産第２号）、産業技術実用化開発事業費補助金（グリーンイ

ノベーション基金補助金）実施要領（20210311財産第２号） 、グリー

ンイノベーション基金事業の基本方針（令和 3年 3月経済産業省）（以

下「基本方針」という。）、プロジェクト毎に担当省庁が別に定める研究



費補助金（グリーンイノベーション基金補助金）実施要領（20230301財

産第２号）並びにグリーンイノベーション基金事業の基本方針（令和 3

年 3月経済産業省）（以下「基本方針」という。）、プロジェクト毎に担

当省庁が別に定める研究開発・社会実装計画（以下「研究開発・社会実

装計画」という。）並びに国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書（15度新エネ総第

1001004号）、グリーンイノベーション基金事業の実施に関する規程

（2020年度規程第 39号）及びグリーンイノベーション基金の管理及び運

用に関する機構達（2020年度機構達第 22号）に定められたものによる

ほか、この規程の定めるところによる。   

 

第２～８条 略 

 

（交付に当たっての条件）  

第９条 機構は、助成金の交付を決定する場合において、次に掲げる事項に

つき条件を付するものとする。  

一 略 

二 助成事業者は、助成事業の内容の変更（軽微なものを除く。）をし

ようとするときは、あらかじめ機構の承認を受けるべきこと。ただ

し、交付決定通知書に記載された助成対象費用の費目の配分を超え

て支出する場合（費目のⅣとの間の流用を除く。）、費目のⅠからⅢ

開発・社会実装計画（以下「研究開発・社会実装計画」という。）、国立

研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業

技術業務方法書（15度新エネ総第 1001004号）、グリーンイノベーショ

ン基金事業の実施に関する規程（2020年度規程第 39号）及びグリーン

イノベーション基金の管理及び運用に関する機構達（2020年度機構達第

22号）に定められたものによるほか、この規程の定めるところによる。   

 

 

 

 

 

第２～８条 略 

 

（交付に当たっての条件）  

第９条 機構は、助成金の交付を決定する場合において、次に掲げる事項に

つき条件を付するものとする。  

一 略 

二 助成事業者は、助成事業の内容の変更（軽微なものを除く。）をし

ようとするときは、あらかじめ機構の承認を受けるべきこと。ただ

し、交付決定通知書に記載された助成対象費用の費目の配分を超え

て支出する場合（費目のⅣとの間の流用を除く。）、費目のⅠからⅢ



の合計（複数年度交付決定においては、費目のⅠからⅢの年度限度

額の合計）の 10分の５を超えて流用するときは、届け出ること。 

三～三十六 略 

２ 略 

 

第 10条～27条 略 

 

第 28条 １～５ 略 

６  前項本文に基づき機構が事業の廃止を決定した場合、機構は、改

善点の通知を受けた助成事業者に対して当該助成事業の廃止を通知

するものとし（以下、当該通知を「事業廃止通知」という。）、第 11

条の規定にかかわらず、様式第２による交付決定通知により、改善

点を通知した日をもって、助成事業期間は終了したものとみなす。 

７～８ 略 

 

第 29条～31条 略 

 

附 則（2023年３月 22日 2022年度規程第 59号） 

１．この規程は、2023年３月 22日から実施する。 

２．ただし、第９条第１項第二号の改正規定は、2023年４月１日から適用

する。 

の合計（複数年度交付決定においては、費目のⅠからⅢの年度限度

額の合計）の 10分の２を超えて流用するときは、届出ること。 

三～三十六 略 

２ 略 

 

第 10条～27条 略 

 

第 28条 １～５ 略 

６  前項本文に基づき機構が事業の廃止を決定した場合、機構は、改

善点の通知を受けた助成事業者に対して当該助成事業の廃止を通知

するものとし（以下、当該通知を「事業廃止通知」という。）、第 11

条の規定にかかわらず、改善点の通知日をもって、助成事業期間は

終了したものとみなす様式第２による交付決定通知によって行う。 

７～８ 略 

 

第 29条～31条 略 

 

 

 

 

 



 

別記 略 

 

様式第１ 

 別紙１ 略 

別紙２ 「10.(1)全期間総括表」、「10.(2)助成先総括表」及び「10.(3)委

託・共同研究総括表」 略 

 

別記 略 

 

様式第１ 略 

別紙１ 略 

別紙２ 「10.(1)全期間総括表」、「10.(2)助成先総括表」及び「10.(3)委

託・共同研究総括表」 略 



 

 

 

 

別紙２

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)有識者（専門家）旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
＝ 0

Ⅳ．委託費・共同研究費 0 0
　１．委託費・共同研究費

株式会社□□ ＝
　２．学術機関等に対する共同研究費

学校法人▽▽大学 ＝

合計(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

<補助率　2/3>

※助成先がＮＥＤＯへ計上する助成対象費用は、消費税抜き額になります。

※助成金の額は、Ⅰ～Ⅳ１．委託費・共同研究費の合計に補助率を乗じ、千円未満を切り捨てた金額に、Ⅳ２．学術機関等に対する共同研究費を加算した額を記載してください。

項目別明細表（助成先用）

　２．機械装置等製作・購入費

（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）

積算基礎（円）

別紙２

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
＝ 0

Ⅳ．委託費・共同研究費 0 0
　１．委託費・共同研究費

株式会社□□ ＝
　２．学術機関等に対する共同研究費

学校法人▽▽大学 ＝

合計(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

<補助率　2/3>

※助成先がＮＥＤＯへ計上する助成対象費用は、消費税抜き額になります。

※助成金の額は、Ⅰ～Ⅳ１．委託費・共同研究費の合計に補助率を乗じ、千円未満を切り捨てた金額に、Ⅳ２．学術機関等に対する共同研究費を加算した額を記載してください。

項目別明細表（助成先用）

　２．機械装置等製作・購入費

（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）

積算基礎（円）



 

 

 

 

 

 

別紙２

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)有識者（専門家）旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
＝ 0

Ⅳ．間接経費 （Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）×0% 0 0

合計Ａ(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

消費税及び地方消費税 合計Ａ×10% 0
合計Ｂ（Ａ+消費税及び地方消費税） 0

<補助率　2/3>

　２．機械装置等製作・購入費

項目別明細表（委託・共同研究先用）

（４）株式会社□□　項目別明細表(20  年度）

積算基礎（円）

※学術機関等に対する委託費・共同研究費の場合は「間接経費」が積算可能です。

※助成先がＮＥＤＯへ計上する助成対象費用は、消費税抜き額になります。（ただし、委託契約は消費税の課税取引となりますので、助成先と委託先の関係では合計Ｂにて契約しま
す。）

※「助成金の額」には、様式第１に記述の補助率に従い、「助成対象費用の合計Ａ」に補助率を乗じて千円未満を切り捨てた金額を記入してください。ただし、学術機関等に対する共
同研究費の場合は、「助成金の額」に「助成対象費用の合計Ａ」と同額の金額を記入してください。

別紙２

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
＝ 0

Ⅳ．間接経費 （Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）×0% 0 0

合計Ａ(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

消費税及び地方消費税 合計Ａ×10% 0
合計Ｂ（Ａ+消費税及び地方消費税） 0

<補助率　2/3>

　２．機械装置等製作・購入費

項目別明細表（委託・共同研究先用）

（４）株式会社□□　項目別明細表(20  年度）

積算基礎（円）

※学術機関等に対する委託費・共同研究費の場合は「間接経費」が積算可能です。

※助成先がＮＥＤＯへ計上する助成対象費用は、消費税抜き額になります。（ただし、委託契約は消費税の課税取引となりますので、助成先と委託先の関係では合計Ｂにて契約しま
す。）

※「助成金の額」には、様式第１に記述の補助率に従い、「助成対象費用の合計Ａ」に補助率を乗じて千円未満を切り捨てた金額を記入してください。ただし、学術機関等に対する共
同研究費の場合は、「助成金の額」に「助成対象費用の合計Ａ」と同額の金額を記入してください。



  



  



  



  



  



  



 

様式第３ 略 

様式第４  

別紙１・２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３ 略 

様式第４  

別紙１・２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３ 

 

別紙４ 略 

様式第５～第 21 略 

別紙３ 

 

別紙４ 略 

様式第５～第 21 略 
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の数式を変更 


